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地域データに基づく労働市場の
需給ミスマッチの決定要因
Determinants of Mismatches 
in Local Labour Markets in Japan
長谷川　理映
　　The aims of this paper are to analyze the determinants of mismatches 
in local labour markets in Japan, and to make recommendations on 
employment policies in accordance with characteristics of local labour 
markets. 
　　Generally speaking, the key indicator of a mismatch between demand 
and supply in labour markets is the unemployment rate. In this paper, 
however, the inactivity rate is used as the new indicator of responses to 
changes in labour markets. 
　　From the empirical analysis, it was found that the factors which cause 
mismatches in labour markets are getting complicated and it is highly 
possible that mismatches will expand in the future.  
　　1) Measures for youths should be taken in a decentralized manner to 
allow for cooperation with local governments, NPOs, local enterprises etc. 
2) Urgency is required in promoting empowerment of single mothers by 
a combination of welfare and employment policies at the local level, 3) A 
safety－ net for workers in ﬂexible employment should be provided at the 
local level to make local society sustainable.
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1　はじめに
　2008年の米国の金融危機の影響を受け、日本は急激な景気後退による企
業業績の下降傾向などを背景に、輸出産業を中心に、非正規雇用の急激な削
減が起きている。概して非正規雇用からの失業者は、正社員として必要な技
能・知識を持たないことが多いうえ、非正規雇用と失業の間を往復すること
も少なくないため、労働市場における需給のミスマッチを拡大させていると
考えられる。
　同時に、就労を希望しながらも、実際には厳しい就労環境に耐えられなかっ
たり、家庭と仕事の両立が困難であることなどから、就職活動をあきらめ、
非労働力人口にカウントされ、失業統計に含まれない人々の割合は高水準と
なっている。
　政府は、少子高齢化により今後日本の労働力人口の減少に対応し、就労イ
ンセンティブを高めて労働力人口を増加させ、経済社会の持続的な発展を可
能とするための雇用政策を強化している。最近では緊急経済対策の一環とし
て、教育訓練、住宅確保などと職業紹介サービスを一体的に提供する努力が
続けられている。しかし、労働市場における需給ミスマッチは従来以上に多
様化し拡大し、雇用対策はまだ十分な効果を発揮していない。
　また少子高齢化の程度、グローバリゼーションの影響、産業構造の違い等
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により、労働市場の需給ミスマッチに地域差が見られるにも関わらず、従来
の研究では、労働市場を「国全体」として分析する研究が大半を占めている。
　雇用政策も市町村など自治体との協力が重要になっているものの、基本的
には全国斉一的に策定されてきた。
　本研究の目的は、「地域データ」を用いて、地域労働市場の需給ミスマッ
チ失業の規模やその決定要因について、地域労働市場の需要面と供給面から
分析することにある。そしてこれらの分析から明らかとなる需給ミスマッチ
の決定要因に基づき、地域労働市場の特性に合わせた雇用対策の必要性を提
言したい。
　本稿では、第 2節で、労働市場に関する経済理論における需給ミスマッチ
の概念では、現代の需給ミスマッチを把握しきれないことを論じ、第 3節で、
人口変動やグローバル化などマクロ的な影響を間接的に考慮できるように、
既存の労働市場理論（Layard-Nickell Model）を拡張し、失業率と並ぶ新た
な需給ミスマッチの概念として、無業率の概念を導入する。第 4節では、拡
張した労働市場理論を基礎として、需給ミスマッチの決定要因に関する計量
分析を行い、1990年代後半と 21世紀初頭で比較する。第 5節で、これらの
理論及び計量分析から得られたファインディングを整理する。最後に第 6節
で、政策的含意を明らかにし、今後の雇用対策や労働市場改革の進め方につ
いて提言を行うこととしたい。
2　労働市場の需給ミスマッチをめぐる経済分析の展開
　労働市場に関する経済理論においては、需要と供給が一致する均衡点にお
いて、実質賃金と雇用量が決定される。しかし実際の労働市場では、全ての
仕事が同時に雇用に結び付くわけではなく、失業と欠員が併存するミスマッ
チ状況が一般的である。
　ケインズが、『雇用・利子および貨幣の一般理論』のなかで、「摩擦的失業」
や「構造的失業」をあげている1)。これらは、ケインズが新たに指摘した有
1)　Keynes J.M（1936）を参照。
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効需要不足を原因とする失業とは別の概念であり、今日では、「摩擦的失業」
や「構造的失業」を総称して「ミスマッチ失業」と呼ぶ。
　また戦前の時期に、労働市場には失業と欠員が常に共存することを指摘し、
失業率（U）と欠員率（V）の間にトレードオフの安定的な関係があると指
摘したのは、イギリスのベバリッジであった。「UV曲線」と呼ばれるこの
関係は、戦後のアメリカを中心に本格的に実証研究が進められ、「UV曲線」
のシフトや景気循環に伴い、労働市場で見られる「反時計回り」の動きも解
明された。
　そもそも、失業・欠員分析（UV分析）は、現実の雇用量は、労働需要曲線
上にも労働供給曲線上にもないことを前提としており、描かれた「UV曲線」
上で、U=Vとなる点で決定される失業率は、「均衡失業率」と呼ばれた2)。
　この議論は、M.フリードマンの「自然失業率」の議論とも近接性が見出
される。即ち、労働市場には、それを下回ると賃金上昇（物価上昇）が加
速するような失業率水準があるという考え方3) は、容易に、「均衡失業率」の
概念と結び付いた。そして、1980年代以降は、アメリカの労働市場と比較
し、欧州の労働市場の硬直性を実証的に解明するために、OECDを中心に、
NAIRU（Non-Accelerating-Inﬂation Rate of Unemployment）と呼ばれる「均
衡失業率」を推定する動きが活発になった4)。
　わが国では、1990年代後半以降のバブル崩壊後、インフレでなく、むしろ
デフレ経済の進展とともに失業率がじわじわ上昇するなか、「UV分析」による
「均衡失業率」の推定が官庁エコノミストによって多く実施されるようになっ
た5)。
　皮肉なことに、むしろ 1990年代以前の日本についてこそ、安定的な「UV
曲線」の推計が可能であって、1993年を境として、安定的な「UV曲線」の
推計は困難となっていた。労働経済白書も、1994年以降について、それ以
2)　BLANCHARD O.J, and DIAMOND P.（1989）中馬（1995）を参照。
3)　黒坂（1988）、Cross R.(ed)（1995）を参照。
4)　OECD （1993）を参照。
5)　厚生労働省（2005）を参照。
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前のデータで推計した「UV曲線」を仮定して、「均衡失業率」を推定した
にすぎない6)。
　この事実は、1994年以降において、日本の労働市場において、グローバ
ル化や人口変動などを背景に、大きな構造的変化が生じていることを予想さ
せる。
　こうしたなかで、わが国の労働経済学者のなかには、「需給ミスマッチ」
の概念そのものに疑問を呈し、「UV分析」の有効性に懐疑的な論者も現れ
た7)。しかし、「需給ミスマッチ」の概念を見直し、「UV分析」を拡張するこ
とで、労働市場の構造変化を反映しようという動きも生じてきた8)。
　確かに UV曲線は、失業と欠員率の関係を表すが、労働市場の超過供給、
超過需要、均衡の状態を表すことができる。しかし、「UV曲線」を推計す
るだけでは、需給ミスマッチの動向を知ることはできても、現実の労働市場
に発生しているミスマッチの根本原因を明らかにすることはできない点に注
意する必要があろう。
3　労働需給ミスマッチモデルとその拡張
3-1　労働需給ミスマッチモデル
　労働市場における失業と欠員の共存を前提とし、労働需給ミスマッチの原
因及び対策の効果を分析するために開発された理論モデルとして、レイヤー
ル・ニッケル・モデル（Layard-Nickell Model）をあげることができる9)。
　このモデルでは、労働組合の交渉によって提示される賃金曲線WWと企
業による労働需要曲線 DDが描かれ、これら曲線の交点で、企業の雇用予定
量と実質賃金が決定される。それゆえこのモデルのおける雇用とは、労働組
合に加入している組織労働者、即ち、正社員の雇用を意味すると考えられる。
　また、企業の予定雇用量や実質賃金は、技術革新、資本ストック、納税額、
6)　労働政策研究・研修機構（2004）（2008）を参照。
7)　玄田（2004）を参照。
8)　井口他（2002）を参照。
9)　Layard R., and S. J. Nickell （1986）, Bellman L. and Jackman R., (1996 ）を参照。
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製造部門の市場競争力等の様々な要因で変化すると考えられる。これらの経
済的又は非経済的なパラメータが変化すると、労働需要曲線がシフトし、両
曲線の交点も移動すると考えられる。
　同時に、労働市場においては、求人が必ず充足されるわけではなく、また
求職者が必ず採用されるわけではなく、需給ミスマッチの発生が一般的であ
ることから企業の雇用量を表す総雇用曲線 EEは、企業による労働需要曲線
及び労働組合の交渉によって提示される賃金曲線のいずれよりも原点に近い
位置に存在する。
図 1-1　レイヤール・ニッケル・モデル
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　レイヤール・ニッケル・モデルは、需給ミスマッチの指標として失業率を
とり、需給関係の変化や雇用対策の実施によって失業率がどのように変化す
るか分析している。図 1-1においても、積極的労働市場政策の実施によって
失業が、X軸に垂直な直線RRから直線R0R0まで減少することを表している。
しかし、近年の需給ミスマッチの多様化を踏まえれば、このモデルでは説明
しきれない点がいくつかも存在する。
　まず第 1に、グローバリゼーションやデフレ経済を背景に、雇用形態の多
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様化が進み、正規社員のほか、パート労働者、派遣・請負労働者など様々な
雇用形態が存在することから、雇用形態の違いによって、労働組合に加入し
ていない労働者もいる。それゆえ、賃金曲線WWは、労働組合に加入して
いる労働者の賃金曲線にすぎず、労働者全体の賃金を示していない。
　第 2に、総雇用曲線 EEに含まれる労働者は、全てが組織労働者すなわち
正社員ではあり得ない。つまり、総雇用曲線 EEは、正社員の雇用曲線と、
非正規雇用者の雇用曲線に分けて考えられねばならない。
　第 3に、需給ミスマッチの多様化が進んでいることから、労働市場に失業
者だけではなく、「就職を希望するものの、就職活動をするのを諦め、労働
市場から退出した」者を含めなければならない。そこで、労働供給には、雇
用者、失業者のほか、失業者にカウントされない無業者を含める必要がある。
3-2　拡張された需給ミスマッチモデル　
　前項で述べた制約を克服するため、理論的枠組みを拡張し、レイヤール・
ニッケル・モデルを拡張したモデルを新たに考えてみた。
図 1-2　拡張されたレイヤール・ニッケル・モデル
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　モデルの拡張にあたり、①企業と組合の交渉による賃金決定は正社員に限
定し、②総雇用曲線を正社員と非正規雇用者に分け、③ハローワークに加え、
派遣・請負事業者など民間の需給調整システムも考慮し、④失業率ではなく、
無業率を指標とすることとしたうえで、作成したのが図 1－ 2の拡張された
レイヤール・ニッケル・モデルである。
　このモデルの特徴は、
a） 　賃金曲線WWは非正規雇用者を含まない正社員のみを対象とした労働
供給曲線と考える。
b） 　総雇用曲線 EEは、企業の総雇用量を表す。つまり正社員に、パートタ
イム労働者や期間雇用者など非正規雇用者を加えた雇用量と考える。そし
て正社員のみの雇用量は、左下の雇用曲線 eeで表される。そして O0 は正
社員の雇用量、ieは非正規雇用者の雇用量となる。
c） 　X軸に垂直な直線 TTは、民間の労働力需給調整システムにおける就業
数を示す。ここでいう民間の労働力需給調整システムは、基本的には、労
働者派遣事業者や業務請負事業者などをいい、これらの事業者の雇用に
よって、失業 Uが peだけ減少させられる可能性があることを示す。
d） 　労働力人口を示す直線 Lの右にある X軸に垂直な直線 LLと、直線 L
の間は、「就職を希望しているものの、就職活動を諦め、労働力人口と見
做されていない者」を示す。
　このように、拡張されたレイヤール・ニッケル・モデルは、需給ミスマッ
チの概念そのものを拡大しているだけでなく、労働需要や労働供給の多様な
要素を明示的に含み、労働需給ミスマッチの決定要因と雇用対策の効果を測
定するうえで、より一般的なモデルということができよう。
　また、労働市場の内部の多様な雇用形態の労働市場や、労働市場の外部を
含めた諸要因が、需給ミスマッチに及ぼす影響を明らかにすることもできよ
う。
4　需給ミスマッチの決定要因に関する計量分析
　本節では、新たな理論的枠組みである拡張されたレイヤール・ニッケル・
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モデルを基礎にして、労働市場の需給ミスマッチの決定要因を推定する。用
いるデータは、原則として、47都道府県の暦年数値とし、これを、1997年
から 2001年までと、2002年から 2007年までについてプールし、最小二乗
法による多変量解析により、計量方程式を推定することとする。1997年か
ら 2001年は、円高傾向の下で、わが国の製造業がアジア中心に海外移転し、
製造業雇用が大きく失われた産業空洞化の時期であり、2002年から 2007年
は、円安傾向の下で、海外移転とともに、製造業の国内回帰の傾向が見られ
た時期である。分析時期をこのように経済環境の異なる時期で区分し、それ
ぞれの労働市場の需給ミスマッチの決定要因を比較検討することは、労働市
場の需給ミスマッチの決定要因が経済環境の違いによってどのように異なる
か明らかにする上で有意義であろう。
◎計量モデル
推定方程式
Y=a0+a1 X1+a2 X2+a3 X3+a4 X4+a5 X5+a6 X6+a7 X7+a8 X8+μ （μは残差項）
・被説明変数
　Y1：完全失業率
　Y2：無業率（就職希望者に限る）
・説明変数
　X1：一人当たり雇用者報酬
　X2：若年人口比率
　X3：常用有効求人に占めるパート比率
　X4：第 3次産業比率　
　X5：第 2次産業比率
　X6：雇用保険受給資格に占める公共職業安定所の紹介就職率
　X7：離婚率
　X8：日系ブラジル人登録者数（派遣・請負労働の代理指標）
　まず被説明変数は、2種類の変数を採用したが、それぞれの統計上の特徴
や問題点は以下のとおりである。
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a) Y1：完全失業率
　総務省統計局の労働力調査は、現在都道府県別の失業率の統計は発表され
ていない。しかし 1997年以降について、総務省統計局が都道府県別モデル
推計値を公表しているので、これを使用することにした。
　もともと、労働力調査は、都道府県別の結果を公表するように標本設計を
行っておらず（北海道及び沖縄を除く。）、標本規模も小さいことなどから、
都道府県別結果の利用に当たっては注意を要するとされる。
　しかしその一方で、都道府県別失業率のモデル推計値の算出に当たっては、
時系列回帰モデルによる推計手法を採用しており、景気循環に伴う変動や、
不規則変動等も考慮されていることから、本分析に利用して差し支えないも
のとした。
b) Y2：無業率（就職希望者に限る）
　一般的に需給ミスマッチの指標として利用される完全失業率に加え、「就
職を希望するが、就職活動をしていない者」を失業者に加え、これを「無業
者（就業希望者のみ）10)」と定義し、これを、労働力率で除して求めた「無業率」
を用いて、労働市場のミスマッチの決定要因を比較検討することとした。
　なお、都道府県別の無業者数（就業希望者のみ）は、就業構造基本統計調
査による 1997年、2002年及び 2007年しか実数を把握できない。従って無
業者数を、労働力人口及び失業率によって説明する回帰方程式を推計し、こ
れをもとに、就業構造基本統計調査を実施しない年も含めて、1997年から
2007年までの都道府県別の無業者数を推定したうえで、無業者数を労働力
人口で除して無業率を算出した。
　総務省統計局「労働力調査」における人口の就業状態を分類する場合、労
働力人口とは、「15歳以上人口のうち就業者と完全失業者を合わせた者」と
定義する。そして完全失業者とは、「就業者以外で、仕事が無くて、調査期
間中に少しも仕事をしなかった者のうち、就業が可能でこれを希望し、かつ
10)　 本研究で定義する「無業者」とは、総務省統計局が 5年に一度実施する「就業構造基本調
査報告」の「無業者」のうち、非就業希望者を除き、就職を希望している求職者と就業を
希望するが非求職中である者と合計したものである。
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仕事を探していた者及び仕事があればすぐ就ける状況で過去に行った求職活
動の結果を待っている者」としている。
　就業を希望するが非求職中である者は労働力調査によれば、非労働力とみ
なされるが、就業の機会を窺っている者と考えれば、労働市場における潜在
労働力とみなすことも可能であろう。
　次に説明変数は、労働供給要因（人口構造、家族構造などの要因）、労働
需要要因（雇用増加、産業構造、パート比率、派遣・請負比率などの要因）、
労働市場政策要因（公共職業安定所の紹介就職率など）に関して、それぞれ、
需給ミスマッチを規定する仮説を設定した。
① X1：一人当たり雇用者報酬
　内閣府「県民経済計算」による一人当たり雇用者報酬とする。即ち、賃金
水準が高い地域は産業集積が進み、雇用が増加し、需給ミスマッチが相対的
に発生しにくくなるとの仮説をおくことができる。なお、2007年度の数値
は入手できないため、2006年度の数値を暫定値として用いた。
② X2：若年人口比率
　総務省「住民基本台帳」における若年者比率とする。即ち、地域の人口構
成において、15歳～ 24歳人口の比率が低い場合、非正規雇用が増加し、需
給ミスマッチが大きいとの仮説をおくことができる。
③ X3：常用有効求人に占めるパート求人比率
　厚生労働省「職業安定業務統計」における常用有効求人に占めるパート求
人比率とする。即ち、公共職業安定所における常用有効求人に占めるパート
求人の比率が高まると、フルタイムの仕事を求める失業者の増加との間で、
需給ミスマッチが発生するとの仮説をおくことができる。
④ X4：第 3次産業比率
　内閣府「県民経済計算」に基づく第 3次産業比率とする。即ち、第 3次産
業の比重が高いと、比較的低賃金の雇用が多かったり、離転職が激しかった
りするため、需給ミスマッチが大きくなるとの仮説を置くことができる。な
お、2007年度の数値は入手できないため、2006年度の数値を暫定値として
用いた。
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⑤ X5：第 2次産業比率
　内閣府「県民経済計算」に基づく第 2次産業比率とする。即ち、第 2次産
業の比重が高いと、製造業現場の仕事が多く、現場作業を忌避する日本人の
一般的な傾向から、需給ミスマッチが生じやすいという仮説をおくことがで
きる。なお、2007年度の数値は入手できないため、2006年度の数値を暫定
値として用いた。
⑥ X6：ブラジル人登録者数（派遣・請負労働の代理指標）
　法務省「在留外国人統計」によるブラジル人登録者数とする。即ち、ブラ
ジル人の多い地域では、派遣・業務請負事業者に雇用される労働者が多く、
それが、需給ミスマッチを緩和しているとの仮説をおくことができる。
⑦ X7：離婚率
　厚生労働省の「人口動態統計」による離婚率とする。即ち、離婚率上昇の
傾向が強い地域では、シングルマザー（ファーザー）となる人口が多く、仕
事と家庭の両立が困難で、低賃金の非正規雇用につくケースや、生活保護を
受給するケースが増えているため、需給ミスマッチを拡大させるとの仮説を
おくことができる。
⑧ X8：雇用保険受給資格者に占める公共職業安定所の紹介就職率
　厚生労働省の「雇用保険業務統計」における雇用保険受給資格者に占める
公共職業安定所紹介就職率とする。即ち、ハローワークにおける失業者の紹
介率が高まると、それだけ、需給ミスマッチが減少するという仮説をおくこ
とができる。
5　計量分析の結果
　失業率と無業率を被説明変数として、解析した結果は以下のようにまとめ
られる。
　一人当たり雇用者報酬が高い地域では、無業率及び失業率が低下する傾向
がみられた。これは 1990年代後半及び 21世紀初頭に共通し、東アジアの工
程間分業の変化のなかで産業集積効果が働いている地域では、雇用が増加し
て賃金が高まり、無業率及び失業率を引き下げるという仮説は支持された。
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  若年人口（15~24歳）比率の高い地域で、1990年代後半には、無業率及び
失業率の両方が上昇した。これは、若年層に不安定雇用が増加したことによっ
て説明可能であり、仮説は支持された。
　しかし 21世紀初頭には、若年人口比率が高いほど失業率は高くなるもの
の、無業率には影響を与えず、仮説は支持されなかった。これは、近年無業
率は若年人口の変化から独立して変動するようになっていることを示してい
よう。21世紀初頭において、労働市場の構造の変化が生じ、失業率と無業
率が別の動きをするようになったことを示唆する。
　ハローワークの常用有効求人に占めるパート比率は、1990年代後半には、
フルタイム就職を希望する失業者が増加した一方で、フルタイム求人が減少
し、パートタイム求人が増加した結果、需給ミスマッチが拡大し、失業率が
表　労働市場における需給ミスマッチの決定要因
被説明変数
失業率 無業率
1990年代後半 21世紀初頭 1990年代後半 21世紀初頭
係数 T値 係数 T値 係数 T値 係数 T値
一人当たり雇用者報酬 -0.000××× -5.626 -0.000××× -4.014 -0.000××× -5.473 -0.000××× -6.248
若年人口比率 12.562××× 2.692 22.603××× 4.005 0.730××× 3.176 0.090 0.364
常用有効求人に占める
パート比率 3.052
×× 3.435 -1.807×× -2.079 0.066 1.517 -0.166××× -4.346
第 3次産業比率 10.352××× 3.536 5.562××× 5.812 0.265× 1.839 0.230××× 5.474
第 2次産業比率 5.641× 1.832 2.165×× 2.251 0.148 0.976 0.133××× 3.144
ブラジル人登録者数 -0.000 -0.558 -0.000××× -4.989 0.000××× 2.664 -0.000 -0.142
雇用保険受給資格者に
占める公共職業安定所
の紹介就職率
-0.127××× -2.869 -0.151××× -4.579 -0.008××× -3.665 -0.010××× -6.909
離婚率 2.128××× 12.639 1.61××× 7.949 0.067××× 8.077 0.038××× 4.238
定数項 -8.235××× -3.237 -3.362×× -2.592 -0.150 -1.193 0.074 1.295
自由度調整済 R2 0.785 0.758 0.623 0.617
サンプル数 235 282 235 282
（注）××× は 1％水準で有意、×× は 5％水準で有意、× は 10％水準で有意であることを示す。
（出所）　筆者作成
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上昇したことを示しており、仮説は支持された。しかしこの動きは、無業率
には影響を与えていない。
　これに対して、21世紀初頭には、パート求人の増加も失業率を低下させ
るようになり、仮説は支持されなかった。そして、無業率も低下させる結果
となっている。これは、失業の長期化した人たちが、我慢してパート求人に
応じて就職するか、あるいは、パートタイム雇用の増加による需給ミスマッ
チが、失業率だけではなく、無業率にも反映されるようになったことを示し
ている。これは、需給ミスマッチの新たな形を示している可能性がある。
　第 3次産業比率の上昇は、1990年代後半及び 21世紀初頭共に、失業率、
無業率のいずれについても、プラスの効果を発揮し仮説は支持された。即ち、
産業構造上第 3次産業化で、比較的不安定で低賃金の雇用が増加し、需給ミ
スマッチが拡大する動きが、失業率だけでなく、無業率にも現われるように
なったことを示している。
　第 2次産業比率の上昇は、1990年代後半には、需給ミスマッチには何ら
影響を与えていないが、21紀初頭になって、無業率を高めている。第 2次
産業における雇用拡大が、非正規労働を中心に進んだ結果、製造現場で就労
できない無業者の上昇をもたらした可能性がある。これも、需給ミスマッチ
の新たな形を示している可能性がある。ここでも仮説は支持された。
　ブラジル人の就労は、21世紀になって派遣・請負就労者で増加しており、
ちょうどこの時期に失業率を低下させる効果がみられ、仮説は支持された。
1990年代後半に失業率に影響を与えず、無業率に影響を与えた理由としては、
ちょうど国内の産業空洞化の時期であり、企業による人員削減の影響で無業
者が増加していった一方で、派遣・請負就労に対する企業の需要が高まった
ことが考えられる。
　離婚率の高い地域では、失業率及び無業率の高まる傾向は、1990年代後
半及び 21世紀初頭のいずれにもみられる。離婚率の高まりが、シングルマ
ザー（ファーザー）を増加させ、子育てと仕事の両立が困難ななかで低賃金
就労を迫られる者が増加し、その結果、失業者さらには無業者が増加し、需
給ミスマッチを拡大する傾向が確認された。なお、これは、生活保護受給と
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密接な関係があることは別の研究11) で判明しており、これも、新たなタイプ
の需給ミスマッチといえよう。
　雇用保険受給者に占める公共職業安定所の紹介就職率は、1990年代後半
及び 21世紀初頭共に、無業率及び失業率のいずれも低下させる効果を示し
ており、雇用対策が需給ミスマッチを減らすうえで、ある程度の効果が発生
していることを示している。ここでも、仮説は支持された。
6　結論
　本研究では、地域データを用いて地域の需給ミスマッチの決定要因を明ら
かにし、地域労働市場の特性に合わせた雇用対策の必要性を提言することが
目的であった。
   分析結果から、労働市場における需給ミスマッチを引き起こす要因は多く、
様々な要素を含んでいることが明らかとなった。失業率でとらえられない需
給ミスマッチが無業率で表れる場合もある。グローバリゼーション、産業構
造、人口変動、社会的環境が雇用に与える影響は大きく、今後地域の需給ミ
スマッチを拡大させる可能性が高い。特に若年者、シングルマザー（ファー
ザー）、外国人等の需給ミスマッチを拡大させる可能性が高いと考えられる
ことから、需給ミスマッチの緩和のため、今後の雇用対策や労働市場改革の
進め方について、以下の点について述べたい。
ⅰ）若年者向け対策
　21世紀初頭には、若年人口比率が高い地域ほど、失業率が高まるなか、ハ
ローワークの常用求人に占めるパート比率が高くなると、失業率、無業率い
ずれも低下させる効果が見られた。
　若年層は、労働市場の構造の変化するなか、不安定な雇用環境のもとで非
正規労働に従事し、離転職を繰り返していることが考えられる。若年層が社
会的スキルや技能を身につけず、不安定雇用を続けることは、将来的に、年
長フリーターや長期失業者、無業者を生み出す可能性があることから、全国
11)　労働政策研究・研修機構（2008）を参照。
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一律の若年者雇用対策ではなく、自治体、教育委員会、NPO法人、産業界
と連携し、地域の現状に即した雇用対策が必要であろう。
ⅱ）シングルマザー（ファーザー）向け対策
　離婚率が高まると、失業率・無業率が高まるという関連性が明らかとなっ
た。シングルマザーの大半は、就労意欲が高いにも関わらず、生活保護の受
給と密接な関係がある。子育てと仕事の両立が可能な就労を促進するために
は、福祉政策と雇用政策を組み合わせ、国、自治体、産業界各界の連携が必
要であろう。
ⅲ）派遣・請負・外国人など有期雇用者向け対策
　グローバリゼーション、東アジアの工程間分業の変化のなかで、産業構造
の違い、一人当たり雇用者報酬等待遇面の違いが、地域のミスマッチを引き
起こしている。しかしながら有期雇用は、労働者に不安定就労のリスクをも
たらす一方で需給ミスマッチを増減させる効果もある。
　地域毎に産業構造、経済状況が異なることから、労働者の処遇の改善、労
働者のセーフティーネットの充実等、地域の特色にあった形で、国、自治体、
産業界で連携を強め、施策の実施面で協力していくことが必要であろう。
　今後の課題としては、まずミスマッチ指標を拡充するとともに、大都市、
中核都市などの地域経済圏に着目し、需給ミスマッチの決定要因を掘り下げ
ていきたいと思う。次に計量分析を行う際に今回は、データの制約上、労働
市場政策要因を雇用保険受給資格者に占める公共職業安定所の紹介就職率の
みとしたが、助成金や職業訓練等の効果が需給ミスマッチにどのような効果
を与えるのかということについても実証していきたい。また、国と自治体と
の連携について、欧米諸国との比較を行い、効果的な連携方法について研究
を深めていきたい。
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